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総務産業常任委員会先進地行政視察報告書

１ 視察の目的

道内先進地における乳牛育成牧場の現状、災害対策の取組、及び新規産業の事業

化の経過と課題について視察調査し、今後の議会活動に資するため。

２ 視察日程

(1) 期 間 令和３年11月10日（水）～11月12日（金）３日間

(2) 視察先及び調査事項

日 時 視察先 調 査 事 項

11月10日(水） 鹿追町農業 (1) 乳牛預託・育成事業の取組
協同組合

13:00 ～15:00

11月11日(木） 八雲町 (1) サーモン試験養殖プロジェクトの取組

13:00 ～15:30

11月12日(金） 蘭越町 (1) 防災・減災の取組（津波避難タワー整
備事業）

9:00 ～10:30

３ 参加委員等

(1) 総務産業常任委員会 大野委員長、桂川副委員長、竹田委員、南谷委員、

佐藤委員、中川委員

(2) 随行職員（議会事務局） 髙橋議会事務局長、佐藤議事係長

４ 視察調査結果 次のとおり。なお、視察先から提供された資料等に

ついては、別途保管とする。
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鹿追町農業協同組合

視察対応者 鹿追町農業協同組合

営農部畜産課主幹 場長 柴 田 雅 紀

鹿追町農業振興課

畜産環境整備係 係長 香 川 雅

１ 鹿追町農業協同組合の概要

人口 5,542人（27国調） 面積 402.88 ㎢

鹿追町は北海道の一大農業地帯十勝平野の

北西端に位置し、大雪山国立公園の一部を含

む夫婦山のふもとに広がる山麓農村地帯であ

る。

人口は、5,215人（総世帯数2,473戸）うち

農家人口約1,200人（農家戸数212戸、うち法

人39戸）、総面積40,469haうち農地面積11,65

7haで全体の28.8％に当たり、大部分は国有林 （質疑応答のようす）

を中心とする山林地帯となっている。

鹿追町の基幹産業である農業は、畑作・酪農（畜産）を中心として重要な役割

を果たしている。平成29年度からスタートした第10次農業振興計画も最終年を迎

え、今までの鹿追町農業を継承しつつ新たな時代を見据えた事業に取り組んでい

る。

畑作では、輪作体系の確立を基本に堆肥投入・緑肥栽培・交換耕作等の地力対

策やマッピングシステムを活用した施肥設計、生産履歴のデータ集積・解析とを

合わせ経営分析システムを活用しコスト低減を図っている。

また、主要作物の小麦・てん菜・馬鈴しょ・豆類は適期管理作業等の励行によ

る高品質・生産性向上を図りつつ野菜等も取り入れ所得向上を目指している。

酪農では、「土づくり」「草づくり」「牛づくり」を基本に土壌分析に基づく

適正施肥により良質粗飼料の確保、乳牛遺伝改良等を推進し生産性向上を図って

いる。更に、哺育から初妊までの一貫預託による労働力の軽減と後継牛の資質向

上を図ると共に、コントラクター事業に良質粗飼料の収穫を委託することにより

飼養管理作業の徹底を図りゆとりある経営を行っている。

また、肉牛は鹿追町内で生産される乳雄仔牛（交雑種を含む）のみを「一貫肥

育」しており、年間約5,300頭を出荷し、「鹿追生まれ・鹿追育ちの町内完結

型」生産体系を確立している。
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この他、農村女性や青年部等農業後継者の積極的経営参画に向け支援を行って

いる。営農経済面においては、経営コンサルシステムの活用により営農計画書の

作成相談による個別経営体の課題改善等を行い、経営の安定と更なる向上を目指

している。

２ 乳牛育成牧場について

(1) 町営牧場の概要

酪農経営の生産性の低い育成部門を乳牛育成牧場の設置により分担することで

酪農経営の効率を高め農家所得の向上を図ることを目的としている。

町営牧場は標高300mから400mの高台にあり、傾斜度は最大26度、平均10度で火

山層が厚く礎はない。

昭和40年より草地造成が始まり昭和42年度から夏期放牧を開始した。その後、

通年育成事業の要望を受け、道営草地開発事業と附帯事業により計500haの草地

と300頭の冬期舎施設を整備し、昭和49年度より通年事業を開始した。

その後、団体（地方全国競馬協会）の補助金を支給するため、昭和53年度より

ＪＡ鹿追町に業務委託し、補助金については費用増嵩のため積立金として運用し、

牧場の施設や機械の整備などに充当してきた。

以後、酪農の進展と相まって牧場の拡張要望があり、２回目の道営草地開発事

業と附帯事業により第２牧場としてサラウンナイ地区を造成し、平成12年度から

本格的に放牧を開始する。また、舎飼施設については、公共事業や町単独事業に

より平成11年度に２棟、平成15年度に１棟、平成16年度に２棟、平成28年度に２

棟を整備し、合計７棟で1,832頭の飼養施設として現在に至る。

町営牧場は２箇所あり、町有地988ha、ＪＡや民有地の貸借が150haで、夏期放

牧2,400頭、冬期舎飼1,832頭の預託事業を実施している。

この間、平成18年度から「指定管理者制度」を導入し、民間の能力を活用する

ことにより、効率化とコスト削減を図り、利用者の満足度が図られるよう対応し

ている。

現在の従業員数は、夏期は職員13名、パート４名、冬期は職員９名、パート３

名となっており、パートのうち１名は午後から出勤することとなってる。

預託料金については、令和３年度は６カ月以上で１頭１日につき放牧期が264

円、舎飼期が616円、人工授精依頼牛については１頭１回につき2,640円となって

いる。

(2) コントラ事業について

ＪＡ事業としては、全国で最初に設立され、コントラ課に委託した作業の軽減

により、労働強化することなく、酪農の規模拡大と生乳生産の拡大が実現できた。

現在の酪農家１戸当たりの乳牛飼養頭数は約150頭と他地域を大きく上回っている。
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自給飼料生産の拡大と品質および栄養価の向上ならびに自給飼料生産コストが

低減し、堆肥等の圃場還元面積と量が増加し、購入肥料代が減少した。結果とし

て、環境保全型農業の進展を促している。

このコントラ事業のおかげで、酪農は、「土づくり」「草づくり」を基本とし、

良質粗飼料の確保・給与、新技術導入、乳牛遺伝改良を促進し生産性向上を図っ

ている。酪農経営の安定と労働緩和を図り生活にゆとりを持たせる重要な事業と

して、組合員の経営に定着化している。

３ 乳牛育成牧場＝現地視察

４ 視察の所見

鹿追町の町営牧場は、指定管理者制度を導入し、民間の能力を活用することでコ

スト削減を図ってきた。年度別の乳牛育成牧場経営収支状況の過去５年間の収支状

況をみると、令和２年度は18,359千円の赤字補填があるものの、基本的には町から

の助成がなくても経営を安定させている。その要因としては、従業員の年齢構成が

比較的若いため、人件費の縮減に成功して

いることや、施設や作業機械の整備によ

り、労務の負担軽減を図ってきたことも大

きいと考えられる。また、牧場に家畜人工

授精師の資格を持っている職員がおり、委

託をせず直営で行い、授精料が安いことか

ら、農家の負担軽減にもつながっている。

このことから、年齢が偏らないように若

年層の人材確保及び牧場の作業を効率化するためにはどうするべきか長期的なプラ

ンをたてたうえで整備を着実に進めていくことが必要なのではないかということを

改めて確認した。また、鹿追町の施設は全体をとおし、牛の動線を含め作業効率の

良い施設配置がなされ、結果として人件費抑制となっている。厚岸町も長期展望に

たった中で、今後の施設改修計画にも反映すべきと考える。
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八雲町

視察対応者 八雲町議会 議長 千 葉 隆

副議長 黒 島 竹 満

八雲町 町長 岩 村 克 詔

水産課 課長 田 村 春 夫

水産課漁政係 係長 藤 原 悟 史

八雲町議会事務局 局長 三 澤 聡

１ 八雲町の概要

人口 17,252人（27国調） 面積 956.08 ㎢

八雲町は渡島半島の北部にあり、函館市と

室蘭市の中間に位置している。町名は尾張徳

川家17代当主の徳川慶勝が豊かで平和な理想

郷建設を願い、日本最古の和歌である須佐之

男命（スサノオノミコト）が読んだ「八雲立

つ 出雲八重垣妻籠みに 八重垣作る その八重

垣を」を引用して名づけたことに由来してい

る。 （八雲町長のあいさつ）

平成17年10月１日に旧八雲町と熊石町が合併した新八雲町となり、日本国内で

唯一となる太平洋と日本海に面する町になった。地図上では黒松内町も同様に日

本海と太平洋に面しているように見えるが、日本海側、太平洋側ともごく僅かに

他の町に遮られ、面していない。

２ サーモン試験養殖プロジェクトの取組

(1)試験に至った経過

八雲町は、西に日本海、東に太平洋、二つの海に接する町で、日本海側の熊石

地域では、主力魚種であるイカやスケトウダラ、秋サケの不振が続いており、太

平洋側の八雲地域でも、主力魚種のホタテガイが原因不明の大量斃死が発生して

おり、漁獲量が大幅に減少するなど、漁業を取り巻く環境は厳しさを増している。

近年、青森県などでは、サーモン養殖が盛んに行われており、国内需要や価格

等の面で今後も成長が見込まれることから、沿岸漁業の振興と漁業経営の安定並

びに地域の活性化を図るため、八雲町とひやま漁協・落部漁協の共同による、サ

ーモンの海面養殖試験を令和元年12月から着手したものである。

(2)現在までの問題点

１年目の試験結果から熊石地域の生残率は93％、平均重量3.5㎏、八雲地域90
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％、2.8㎏ 。２年目は熊石地域の生残率は88％、平均重量3.0㎏、八雲地域81％、

2.4㎏であった。２年目の結果が下がった要因は、収容密度の違い、熊石より八

雲地域が生残、重量が低かった要因は、水温が低いことが考えられるが、生残率

が80％を超えており 良好な結果と考えている。

現在、種苗は青森県から持ってきている関係から、養殖開始時期が流動的で輸

送コストも高くなっている。

サーモンの養殖期間は、概ね11月から６月頃までになるが、日本海側は冬季間

の季節風による時化が多く静穏域が少なく、生産規模の拡大には課題が多くある。

また、太平洋側の噴火湾は、ホタテガイ養殖が盛んで 、サーモン養殖のため

の区画漁業権の確保が困難な状況にある。

(3)事業化に向けて

サーモン養殖試験は、当初、令和元年から３カ年で開始したが、今年、熊石地

域で20mの円形生簀を導入、さらに、令和４年度からは種苗生産を行い種苗出荷

体制が整う令和５年度からの事業化へ向けて進めている。

この間、町、漁協、水産加工業者による協議会を立ち上げ、「北海道二海サー

モン」のブランド化を進めるほか、渡島、檜山、後志管内の９町村３団体と「南

北海道サーモン養殖事業推進協議会」を立ち上げサーモン養殖の向上を図るもの

である。

将来的にサーモン生産地として事業全

体の採算性やブランド化を推進するため

に、スケールメリットなどを考慮すると

千トン単位の生産規模とすることが最低

限必要なものと考えており、そのために

は、サーモン養殖施設の整備、養殖適性

の高い優れたサーモン種苗の確保、生産

から販売までの体制づくりが重要になると （熊石漁港の円形生簀）

考えている。サーモンの生産ロットを確保するために、八雲町では南北海道サー

モン養殖事業推進協議会の構成団体等と連携し、生産規模の拡大を図り、当面の

目標として令和９年度に年間1,500ｔのサーモン生産を目指したい。

(4)成功するために

種苗生産から販売までを担う体制を構築することが重要で、二海サーモンの産

地化に関する体制を整備していかなければならないと考えている。そのためには、

サーモンに関係するそれぞれの連携が必要であり、サーモン養殖の事業化に向け

て、各分野ごとに採算性の確保は最優先される重要な課題であるが、サーモンか

ら得られた利益を全体で共有するなど持続可能な体制づくりも重要なことから、
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種苗生産から販売まで一貫した体制を地域に構築していく必要があると考えてい

る。

まずは各分野ごとそれぞれに必要な体制を整備しながら、将来的には各分野が

有機的に連携する商社的な企業をつくることも視野にいれ、事業を進めて参りた

い。

３ 熊石漁港＝現地視察

（二海サーモンの養殖） （エゾアワビの養殖）
ふたみ

４ 視察の所見

八雲町は、太平洋側に面している八雲地域と日本海に面している熊石地域に分か

れているが、それぞれの気候の特徴を踏まえた産業施策を進めている。これにより、

八雲地域ではホタテや鮭、熊石地域ではアワビやウニをはじめとする海産物の宝庫

となっている。

ところが、日本海側の熊石地域では、主力魚種であるイカやスケトウダラ、秋サ

ケの不振が続いていることや、太平洋側の八雲地域でも、主力魚種のホタテガイが

原因不明の大量斃死が発生し、漁獲量が大幅に減少するなど、近年漁業経営が厳し

い状況が続いていた。そのため、このままでは危機的状況になるということから、

八雲町とひやま漁協・落部漁協の共同によ

るサーモンの海面養殖試験が始まった。今

回の視察を通してまちをあげて試験養殖を

成功させるための強い意気込みが町長をは

じめ職員や議員の方から感じられた。

町民の一人一人が同じ方向を見て施策を

進めていくことが何より大きな成果につな

がるといったことを養殖に限らず本町も参

考にするべき点があった。
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蘭越町

視察対応者 蘭越町議会 議長 冨 樫 順 悦

蘭越町

総務課 主幹 今 野 満

総務課防災係 係長 工 藤 伸 也

総務課 防災監 泉 政 秀

建設課建築係 係長 二 唐 朱 美

蘭越町議会事務局 局長 福 原 明 美

１ 蘭越町の概要

人口 4,843人（27国調） 面積 449.78 ㎢

蘭越町の基幹産業は農業であり、４年連続清

流日本一の尻別川とその支流流域に約3,000ha

の水田を有している。高台では果菜類などの畑

作を行っており、肉用牛・乳用牛などの畜産農

家もある。

２ 防災・減災の取組

(1)これまでの災害の経過

過去の津波被害は北海道南西沖地震の１度の （蘭越町議会議長のあいさつ）

みであり、詳細については、下表のとおりである。

災害の概要 平成５年７月12日午後10時17分、北海道南西沖深さ34kmを震源と

するマグニチュード7.8の地震が発生

被害の概要 尻別川築堤、道路、農地の決壊、農業揚水機、住宅などの損傷が

あり、同時に津波が発生し、港地区が被害を受けた。

・ 住宅被害 48,686千円

・ 農業被害 632,598千円

・ 土木被害 274,100千円

被 害 額 ・ 水産被害 11,882千円

・ 尻別川築堤その他の被害 2,532,732千円

〇 被害総額 3,499,998千円

※上記被害額は、地震及び津波の被害を合わせた額であり、津波

災害のみの被害額については、記録なし。
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(2)津波避難タワーへの期待

港地区に現在ある指定避難所「港直売センター」「港分団消防会館」及び指定緊

急避難所である「大照寺」は国道より海側に位置する反面、対象避難者の半数が国

道の内陸側に居住しており、一部住民は海の方向に避難することへの心理的恐怖を

感じており、周囲に適当な高台がないことから、新たな避難場所として津波襲来時

の緊急的な一時避難場所と一時的に居住できる避難所の機能を持つ施設の設置を地

区住民から強く求められていた。

本避難タワーは、80人収容でき、タワーの高さは８ｍで、避難室は、旧港小学校

グランドの浸水水位2.3ｍを超える4.3ｍの高さに位置し、避難者の安全性を考慮す

る造りとなっており、また平時の際は、港地区の消防分団会議、地震津波避難訓練、

地域の集会、スロープを利用した高齢者の運動、介護予防拠点センターや旧港小学

校の施設と連携したイベントの共催等に使用する等、災害時に迅速、有効に避難で

きる施設として期待されている。

(3)防災に対する住民意識

毎年、町が計画する津波避難訓練に積極的に参加しており、意識は高いと思料す

る。また町が実施する防災講話等に、高齢者が積極的に参加して聴講しており、防

災に対する関心が高いと思われる。町民は年々高齢化が進み現在町民の40％以上が

60歳以上の高齢者であり、特に港地区においては、避難行動要支援者台帳を計画的

に整備しており、要支援者とその支援者を明確にする等、地域としても防災の意識

は高いと思われる。

(4)避難タワーの施設内容と整備する防災備品(品目)

【避難タワーの施設内容】

■設計の概要

１ 概 要

(1)施設名称 （仮称）港地区津波避難タワー

(2)施設の場所 磯谷郡蘭越町港町６１７番地（旧港小学校グラウンド）

(3)施設用途 建築基準法：０８９９０ その他

消防法：（15）項 事務所（その他事業場）

２ 設 計

(1)敷 地

ア 敷地の面積 1,183.46㎡

イ 用途地域及び地区の指定 都市計画区域外、羊蹄山麓広域景観形成推進地域

(2)施 設

ア 施設の延べ面積 649.35㎡

イ 構造・規模 鉄筋コンクリート造２階
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ウ 付帯工事概要 外構工事・フェンス解体工事

エ 設備概要 電気設備・機械設備

オ 耐震安全性分類 「官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説平成８

年版」による耐震安全性の分類は以下のとおり

1) 構造体 Ⅱ類

2) 建築非構造部材 Ａ類

3) 建築設備 乙類

カ 基準水位 現況敷地高さ＋2.3ｍ

キ 想定避難人数 80人（基準）

ク 避難日数 ３日（72時間）

(3)建 設

ア 予定工事費 約240,449千円（税込）※設備の設計変更を含む。

（建築、電気設備、機械設備、外構、解体含む）

イ 建設工期 令和２年９月23日(契約) ～ 令和３年11月

■配 置

・避難時間16分以内に避難室まで避難が完了することを目標

・地区東側、南西側及び西側の３方向からの避難ルートにおける最短距離を考慮

・建物南東側全面をアスファルト舗装、既存道路と広く接続することで災害時の避

難動線を広く確保

■災害時避難計画

・健常者は建物南東側及び南西側、車椅子は建物南西側から避難

避難動線を２方向に分離させることで、避難時の混雑を緩和

・車椅子動線側は、雨・雪の当たらないピロティ側に、緩やかな勾配でスロープを

広く擦り付け、各方向からの避難が可能

■誘導サイン

・港地区住民に建物位置を周知する他、分かりやすいサインで施設まで誘導

■屋外インフラ状況

１ 電 力

敷地南西側の北電柱より引込み

２ 給 水

敷地南西側の水道本管から分岐引込み

３ 汚 水

地下汚水槽を設置し汲み取り

４ 雨 水

地下浸透式
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５ 消防水利

敷地西側に既存防火水槽あり

■Ｒ階

・ 屋上のメンテナンス用に２階バルコニーから上がるタラップを設置

・ ガスボンベ庫の屋根勾配は屋外側へ落雪する計画とし避難者の安全に配慮

・ ガスボンベ庫は軽量鉄骨造の屋根とし、ガス爆発時に屋根が飛ぶ計画

■建物全体

・ 断熱は内断熱、サッシは一般アルミサッシ＋複層ガラス

・ 屋根は陸屋根とし雨水はＲＤ（ルーフドレン）により処理
ろく や ね

・ 車椅子利用者を考慮し、屋外から避難室まで段差のないバリアフリー

■災害時の運用（屋外からのインフラ供給が途絶えた場合）

・ 就寝：避難室に80人分。 ダンボールベッド（900×1,890）と毛布を備蓄

・ 給排水：備蓄水で飲料水、手洗い水、トイレ排水用に80人３日分対応

・ トイレ：一般トイレ男女用１台、多目的トイレ１台

・ 手洗い：ホール流し台１台、更衣室2室の洗面器の計３ヵ所

・ 更衣：更衣室２室

・ 電力：非常用自家発電機より供給

・ コンセント：避難室には100Vコンセントの

他、携帯端末充電用にＵＳＢプラグを設ける

・ 暖房：ＦＦガスストーブ及び電気パネルヒ

ーター

・ 換気：換気扇による第３種換気

・ 開錠方式：マスターキーにより開錠

（多目的トイレ）

【整備する防災備品（品目）】

品 目 数 量 備 考

アルファ米 １，４５０個

ファミリールーム ５０台

パーティション ５０枚 間仕切り用

マスク １，０００枚

アルコール消毒液（ポンプ付１ℓ） ５本

感染症対策キット １０組 スタッフ用

フェイスガード ４０個 スタッフ用

ゴム手袋（M・Lサイズ） 各１００組
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アルコールタオル（除菌洗浄ワイパー） ２００個 １００枚入

体温計（非接触型ハンディタイプ） ２本

組立式段ボールベット ５０組

飲料水（２ℓ） ３６０本 ３日分を予定

５０Kプロパン容器（内容品含む） １２本

防災施設カーテン ３組

石油ストーブ ５台

換気用業務用扇風機 ５台

センサーフットライト １０個

スケットイレ便座 ５個

スケットイレ（容器） １７個

３ 津波避難タワー＝現地視察

（津波避難タワーの外観） （津波避難タワーのスロープ）

４ 視察の所見

蘭越町の津波避難タワーは、平成５年の北海道南西沖地震の際に住宅等が津波被

害を受けており、北海道が設定した住民の

安全な避難のために避難計画を検討したと

ころ、津波の到達までに安全な避難が困難

となる地域が判明したため整備したもので

ある。この避難が困難となる地域は、蘭越

町港町で近くに海や川がある。その地区の

住民が約80人いるが、その多くは高齢者の

ため、階段ではなく幅の広いスロープを設

置し、車椅子でも登れるよう配慮していたほ （非常用自家発電機（ＬＰガス式））

か、ＬＰガス式の非常用自家発電機を導入しており、コストは上がるが燃料の劣
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化を防ぐことができるので、今後は当町も検討すべきではないか。

また、平時の際は、港地区の各種イベント等に使用し、普段から使い慣れておく

ことで、災害時にも迅速かつ有効に避難できる施設として期待されている。

厚岸町においても、施設を建設する際には、津波避難タワーのような防災の機能

も兼ね備えたものにした方が、普段から避難する場所に慣れておくことができ、か

つ住民の防災意識の向上にもつながるのではないか。また、蘭越町の津波避難タワ

ーの入口のドアは、一般的な外開きではなく、内開きにあえてすることで、避難の

しやすい配慮もなされていた。そのため、避難をしやすくするための配慮も一つ一

つ検討を重ねていくことの重要性を改めて確認することができた。

今回の行政視察にあたり、各視察先の皆様には快く視察を受入れをしていただき、

懇切丁寧な説明、熱心な対応をしていただいたことに感謝申し上げます。

何処もそこに住む人が一生懸命、地域発展のために課題解決に向け努力されてい

ることを痛感いたしました。今回の貴重な行政視察の経験を議員活動に反映させ、

厚岸町の発展に寄与できるよう努めてまいります。

蘭越町港地区津波避難タワーにて


